
 
 

新型コロナウイルス感染症からの経済の復興に関する意見書 
 
 世界的に猛威を振るう新型コロナウイルス感染症の拡大は、我が国にも甚大な影響を及ぼ
しており、経済の先行きは極めて厳しい状況にある。 
 特に、足元の感染者数こそ落ち着きつつあるものの、７月から８月にかけての再度の感染
拡大により、新型コロナウイルス感染症の早期の完全収束が望めないことが明らかとなった
ことは、経済のＶ字回復に向けた期待感に冷や水を浴びせたともいえ、まさに我が国全体が、
先の見通しが立たない大きな閉塞感に包まれている状況にあるといえる。先日発表された
2020年４－６月期の実質ＧＤＰは年率換算で前年比27.8％減となり、リーマンショック直後
を大幅に上回る戦後最悪の落ち込みとなっている。また、有効求人倍率についても低下の一
途を辿っており、雇用情勢も予断を許さない状況にある。 
 京都府においても、観光業をはじめ、飲食業、製造業、農林水産業、文化芸術関係など、
幅広い分野で計り知れないほどの影響が生じている。多くの事業者は、先行きが見えない中
でも、事業活動を継続し、従業員の雇用を守るため、知恵と工夫を凝らして懸命の努力をし
ているものの、経済の復興に向けた道筋が示されない限りは、個々の努力にも限界があると
いえる。 
 こうした状況下において、国民一人ひとりの雇用をしっかりと守り抜き、中小企業等の事
業活動の継続を徹底的に支えることが必要であるが、そのためには、守りの姿勢だけではな
く、この度の危機を変革への好機と捉え、攻めの姿勢をもって、ＷＩＴＨコロナ・ＰＯＳＴ
コロナを見据えた積極的な未来への投資を今こそ進めていかなければならない。 
 さらに、世界経済が混迷を深める中で、感染拡大防止と両立した「日本モデル」による経
済の復興を、各国に先駆けて成し遂げ、我が国から世界をリードする施策を打ち出していく
ことができるよう、各省庁の縦割りを徹底的に排除し、これまでにない大胆な発想で取り組
むことが必要である。危機の時代においてこそ、国民に対して道筋を示し、夢や希望を与え
ることは、我々議員や行政、政治の使命である。 
 ついては、国におかれては、この我が国を取り巻く閉塞感を打破し、国民や事業者が、誰
一人取り残されることなく、未来に夢と希望を持てるよう、早急に、新型コロナウイルス感
染症による経済の停滞から地域経済と日本経済の力強い復興に向けた時間軸（タイムライン）
を明確にした上で、法令・財政・金融・税制等、ありとあらゆる施策手段を網羅した総合的
かつ具体的な行程表を策定し、これを迅速かつ強力に推進することを強く求める。 
 
 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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